
独立行政法人の評価及び業務運営等について参考となる事例 
 

①業務運営の改善を促す評価に積極的に取り組んでいる評価委員会の例 

評価委員会名 取 組 の 概 要 

外務省独立行政法人評

価委員会 

本評価委員会は、平成 22 年３月に、所管法人ごとの評価を

行う分科会のほか、所管法人共通の事項を評価するため「コン

プライアンス部会」を設置し、契約監視委員会との連携の下、

契約の点検・見直しを評価するとともに、監事及び監査室と連

携して法人のガバナンスを評価することとし、委員会における

評価・チェック機能の強化を図っている。 

文部科学省独立行政法

人評価委員会 

本評価委員会は、より分かりやすく、かつ法人の業務運営に

とっても有益な評価となるよう、平成22年度業務実績に関する

評価から、所管25法人の評価フォーマットを統一し、ⅰ）評価

に用いる指標の明確化、ⅱ）中期目標の達成に向けた分析、ⅲ）

Ｓ評定の根拠の明確化、ⅳ）政策評価・独立行政法人評価委員

会の示す「評価の視点」等を踏まえた評価作業の効率化に取り

組んでいる。 

また、「国民に対して提供するサービスその他の業務の質の

向上」に関する評価に当たっては、ⅰ）評価単位について、中

期目標において一つのまとまりをもって記載されている事業単

位として、その明確化を図るとともに、ⅱ）評価の対象とした

事業の内容と達成目標や、ⅲ）評価項目ごとのインプット指標

（投入した資金、人員、労力等）を記載することとするなど、

費用対効果の観点を取り入れて評価内容の充実を図っている。 
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②業務運営等の改善に積極的に取り組んでいる独立行政法人の例 

法人名 取 組 の 概 要 

情報通信研究機構 

（総務省所管） 

本法人は、平成22年度予算実施計画において、一般管理費を

圧縮して配賦するとともに、プロジェクト原価計算処理を行う

ことにより、費用認識と節約意識の向上を図る等の取組を行っ

た。その結果、平成22年度決算額において、17年度決算比15.1％

の効率化を行い、年度計画の目標を達成した。 

国立病院機構 

（厚生労働省所管） 

本法人は、各年度の経常収支率について、主務大臣が指示・

認可する中期目標・中期計画において 100％以上とするものと

されたのを受け、年度計画では、平成 21 年度については

102.5％、22年度については105％と、100％を超える具体的な

目標を掲げ、積極的な経営改善に努めている。その結果、平成

21年度は、経常収支388億円、経常収支率104.9％、22年度は、

経常収支583億円、経常収支率107.1％の業績となっている。 

 


